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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第１四半期累計期間
第62期

第１四半期累計期間
第61期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 （千円） 2,257,937 3,742,663 17,529,099

経常利益又は経常損失（△） （千円） △396,841 82,512 923,005

四半期（当期）純利益又は

四半期純損失（△）
（千円） △364,546 301,079 980,411

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,184,975 1,184,975 1,184,975

発行済株式総数 （株） 6,422,000 6,422,000 6,422,000

純資産額 （千円） 9,294,981 10,936,537 10,717,530

総資産額 （千円） 14,821,892 17,960,455 17,859,280

１株当たり四半期（当期）純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
（円） △57.28 47.31 154.06

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 13.00

自己資本比率 （％） 62.7 60.9 60.0

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会

社であるため、記載を省略しております。

３．第61期及び第62期第１四半期累計期間においては、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益は記載しておりません。

４．第61期第１四半期累計期間においては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は記載しておりません。

５．第61期の１株当たり配当額には、設立60周年記念配当3円を含んでおります。

６．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期会計期間の期首から適用しており、前第１四半期累計期間及び前事業年度に係る主要な経営指標等につい

ては、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前会計年度末（前事業年度末）の数値で比較

を行っております。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済再生に向けた各種政策効果を背景に、雇用・所得

環境や企業収益の改善が見られ、緩やかな回復基調が続きました。一方、米中貿易摩擦による海外経済の不確実性

や金融資本市場の変動の影響などにより、依然としてわが国経済の先行きは不透明な状況が続いております。

　当社の主要事業であり、官需を主とする情報装置事業につきましては、同業他社に加え近年新規参入した企業と

の価格競争が依然として続いております。そのような状況下、顧客ニーズにマッチした製品提案を行い、各地域の

協力会社とともに販路拡大を進めてまいりました。

　一方、民需を主とする検査装置事業につきましては、企業の設備投資は緩やかに増加しているものの、受注獲得

のため、他社製品との差別化競争は激しさを増しております。そのため、顧客ニーズに対応すべく開発した３次元

基板外観検査装置や３次元はんだ印刷検査装置などの営業活動を推進してまいりました。

　この結果、当事業年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

　当第１四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ1億1百万円増加し、179億60百万円となりまし

た。

　当第１四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ1億17百万円減少し、70億23百万円となりまし

た。

　当第１四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べ2億19百万円増加し、109億36百万円となりま

した。

ｂ．経営成績

　当第１四半期累計期間の経営成績は、売上高37億42百万円（前年同期比65.8％増）となりました。営業利益

66百万円（前年同期は4億14百万円の損失）、経常利益82百万円（前年同期は3億96百万円の損失）、四半期純

利益3億1百万円（前年同期は3億64百万円の損失）となりました。

　また、当第１四半期会計期間末日現在の受注残高は107億68百万円となりました。

　なお、当社の主要事業である情報装置事業の大半は、官公庁向けの道路交通に関わる情報装置関連製品であ

り、例年、売上高は第４四半期、特に期末に集中する傾向がありますので、第１四半期累計期間の収益は、相

対的に低水準となっております。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①　情報装置事業

　受注獲得に向けた激しい競争はあったものの、高速道路会社向けのＬＥＤ式道路情報板の売上が堅調に推移

したことや、道路維持作業などに必要な自走式標識車の拡販に努めた結果、売上は前年同期を上回りました。

一方、利益面につきましては、仕様変更により採算性が悪化した案件があったことなどにより前年同期に比べ

減少しました。

　この結果、売上高25億7百万円（前年同期比30.2％増）、営業損失1億43百万円（前年同期は95百万円の損

失）となりました。なお、利益につきましては、ほぼ均等に発生する固定費に対して、売上高が期末に集中す

るといった季節的変動が大きいことから、第１四半期累計期間では、赤字計上となっております。

 

②　検査装置事業

　３次元基板外観検査装置などの検査装置は厳しい受注状況が続きましたが、前事業年度に受注したＩＣチッ

プの搬送装置の販売が堅調だったことから、売上、営業利益とも前年同期を上回りました。

　この結果、売上高12億34百万円（前年同期比271.8％増）、営業利益3億34百万円（前年同期は1億95百万円の

損失）となりました。
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(2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の総額は、1億54百万円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,000,000

計 14,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,422,000 6,422,000
名古屋証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 6,422,000 6,422,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項ありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項ありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

　平成30年４月１日～

　平成30年６月30日
－ 6,422,000 － 1,184,975 － 1,105,345

 

(5)【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については，株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日である平成30年３月31日の株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 58,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,363,500 63,635 －

単元未満株式 普通株式　　　　500 － －

発行済株式総数 　　　　6,422,000 － －

総株主の議決権 － 63,635 －

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合（％）

名古屋電機工業株式会社 名古屋市中川区横堀町１－36 58,000 － 58,000 0.90

計 － 58,000 － 58,000 0.90

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成30年４月１日から平成30

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第61期事業年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

第62期第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間　　　監査法人東海会計社

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,689,341 6,101,441

受取手形及び売掛金 ※ 8,606,382 ※ 4,702,260

商品及び製品 37,914 36,449

仕掛品 1,376,654 1,963,662

原材料及び貯蔵品 604,062 599,763

その他 88,293 134,584

貸倒引当金 △453 △253

流動資産合計 13,402,194 13,537,909

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,074,465 2,034,724

その他（純額） 856,961 824,008

有形固定資産合計 2,931,427 2,858,733

無形固定資産 76,549 72,649

投資その他の資産   

投資有価証券 1,103,960 1,096,421

その他 345,148 394,741

投資その他の資産合計 1,449,108 1,491,163

固定資産合計 4,457,085 4,422,546

資産合計 17,859,280 17,960,455

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 1,126,943 ※ 968,274

電子記録債務 ※ 2,819,800 ※ 3,133,070

未払法人税等 61,500 73,600

前受金 704,298 777,339

賞与引当金 309,540 440,574

役員賞与引当金 25,571 3,393

製品保証引当金 93,587 99,382

工事損失引当金 122,266 123,568

その他 1,845,298 1,369,435

流動負債合計 7,108,806 6,988,640

固定負債 32,944 35,277

負債合計 7,141,750 7,023,918

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,184,975 1,184,975

資本剰余金 1,105,345 1,105,345

利益剰余金 8,164,694 8,383,042

自己株式 △25,168 △25,168

株主資本合計 10,429,845 10,648,193

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 287,684 288,344

評価・換算差額等合計 287,684 288,344

純資産合計 10,717,530 10,936,537

負債純資産合計 17,859,280 17,960,455
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(2)【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
前第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 ※ 2,257,937 ※ 3,742,663

売上原価 2,044,634 3,056,699

売上総利益 213,303 685,963

販売費及び一般管理費 628,178 619,190

営業利益又は営業損失（△） △414,875 66,773

営業外収益   

受取配当金 10,307 10,719

廃材処分収入 827 3,594

不動産賃貸料 6,784 6,978

その他 6,188 5,617

営業外収益合計 24,108 26,910

営業外費用   

売上割引 － 4,655

減価償却費 1,402 1,236

支払保証料 3,930 3,764

その他 741 1,515

営業外費用合計 6,074 11,171

経常利益又は経常損失（△） △396,841 82,512

特別利益   

固定資産売却益 9,540 231,378

投資有価証券売却益 2,132 8,755

特別利益合計 11,672 240,134

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △385,168 322,646

法人税、住民税及び事業税 2,842 60,309

法人税等調整額 △23,463 △38,741

法人税等合計 △20,621 21,567

四半期純利益又は四半期純損失（△） △364,546 301,079
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（研究開発活動における一部費用の損益区分の変更）

　当社の研究開発活動における一部費用につきましては、従来、製造原価として売上原価に計上しておりましたが、

近年、他社との新製品開発競争において、高い技術革新を求められており、研究開発としての要素が強まり原価性が

乏しくなってまいりました。そこで、損益区分を適正に表示することを目的として、販売費及び一般管理費として計

上する方法に変更しております。

　当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期については遡及適用後の四半期財務諸表となっております。

　この結果、遡及適用を行う前に比べて、前第１四半期累計期間の売上原価は113,911千円減少し、売上総利益、販

売費及び一般管理費は同額増加しております。なお、営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失への影響はありま

せん。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

 

（四半期貸借対照表関係）

※ 四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務

 四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理

をしております。なお、当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形

及び電子記録債務が四半期会計期間末日残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 40,777千円 30,366千円

支払手形 17,736 34,405

電子記録債務 166,616 122,426

 

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）及び

当第１四半期累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

※　当社の売上高は、通常の営業形態として、第４四半期に売上げる物件の割合が多いため、第４四半期会計期間の

売上高と他の四半期会計期間の売上高との間に著しい相違があり、各四半期会計期間の業績に季節的変動がありま

す。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費 48,308千円 45,314千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 12,727 2 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

 

EDINET提出書類

名古屋電機工業株式会社(E02055)

四半期報告書

10/16



Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月27日

定時株主総会
普通株式 82,730 13 平成30年３月31日 平成30年６月28日 利益剰余金

（注）　平成30年６月27日定時株主総会決議おける１株当たり配当額13円には、設立60周年記念配当３円を含んでおり

ます。

 

（持分法損益等）

　当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を

省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期損益
計算書計上額
（注）２ 情報装置事業 検査装置事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,925,795 332,142 2,257,937 － 2,257,937

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － －

計 1,925,795 332,142 2,257,937 － 2,257,937

セグメント損失（△） △95,034 △195,037 △290,071 △124,803 △414,875

（注）１.　セグメント損失（△）の調整額△124,803千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△124,803

千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門及び研究開発部門に係る費用であ

ります。

２.　セグメント損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期損益
計算書計上額
（注）２ 情報装置事業 検査装置事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,507,896 1,234,766 3,742,663 － 3,742,663

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － －

計 2,507,896 1,234,766 3,742,663 － 3,742,663

セグメント利益又は損失（△） △143,790 334,448 190,657 △123,883 66,773

（注）１.　セグメント利益又は損失（△）の調整額△123,883千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△

123,883千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門及び研究開発部門に係る費

用であります。

２.　セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
△57円28銭 47円31銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益又は

四半期純損失金額（△）（千円）
△364,546 301,079

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は

四半期純損失（△）（千円）
△364,546 301,079

普通株式の期中平均株式数（株） 6,363,910 6,363,910

（注）前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当第１四半期累計期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

１．譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分

　当社は、平成30年７月24日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株

式報酬としての自己株式処分を行うことを決議いたしました。

（1）処分の概要

①処分期日　　　　　　　　　　　平成30年8月20日

②処分する株式の種類及び数　　　当社普通株式　6,100株

③処分価額　　　　　　　　　　　１株につき683円

④処分価額の総額　　　　　　　　4,166,300円

⑤処分予定先　　　　　　　　　　当社の取締役　６名　6,100株

（社外取締役を除く。）

⑥その他　　　　　　　　　　　　本自己株式処分については、処分価額の総額が10百万円以下となりますので

金融商品取引法による有価証券通知書を提出しておりません。

 

（2）処分の目的及び理由

　当社は、平成30年５月23日開催の当社取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除く。）が株価変動のメ

リットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めることを目的と

して、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対し、譲渡制限付株式を交付する株式報酬制度（以下、「本制度」

という。）を導入することを決議し、また、平成30年６月27日開催の当社第61期定時株主総会において、本制度に

基づき、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債

権の総額を年額40百万円以内として設定すること、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対して各事業年度にお

いて割り当てる譲渡制限付株式の総数は140,000株を上限とすること及び譲渡制限付株式の譲渡制限期間として20年

間から40年間までの間で当社取締役会が定める期間とすること等につき、ご承認をいただいております。
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２．自己株式の取得

　当社は、平成30年７月24日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条第１項の規定に基づき自己株式取得に係る事項を決議し、平成30年８月１日に自己株式の取得を実施しま

した。

（1）自己株式の取得を行う理由

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。

 

（2）自己株式の取得に関する取締役会の決議内容

①取得する株式の種類　　　　　　当社普通株式

②取得する株式の総数　　　　　　600,000株（上限）

③取得価額の総額　　　　　　　　500百万円（上限）

④取得期間　　　　　　　　　　　平成30年７月25日～８月24日

⑤取得方法　　　　　　　　　　　名古屋証券取引所の自己株式立会外買付取引（N－NET３）による買付

 

（3）自己株式取得結果

①取得した株式の種類　　　　　　当社普通株式

②取得した株式の総数　　　　　　600,000株

③取得価額の総額　　　　　　　　453,000,000円

④取得日　　　　　　　　　　　　平成30年８月１日

⑤取得方法　　　　　　　　　　　名古屋証券取引所の自己株式立会外買付取引（N－NET３）による買付

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成３０年８月１０日

名古屋電機工業株式会社

 取締役会　御中  

 

 監査法人東海会計社  

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 塚　　本　　憲　　司　　印

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大　　国　　光　　大　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名古屋電機工業

株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第62期事業年度の第１四半期会計期間（平成30年４月１日から

平成30年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、名古屋電機工業株式会社の平成30年６月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

強調事項

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、研究開発活動における一部費用について、従来、製造原価として売

上原価に計上していたが、当第１四半期会計期間より販売費及び一般管理費として計上する方法に変更している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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その他の事項

会社の平成30年３月31日をもって終了した前事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間に係る遡及適用前

の四半期財務諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されて

いる。前任監査人は、当該四半期財務諸表に対して平成29年８月９日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財

務諸表に対して平成30年６月27日付けで無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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